







	 国際社会共通の目標である「万人のための教育（Education for All: EFA）」および「ミレニアム開
発目標（Millennium Development Goals: MDGs）」が掲げられて以来、初等教育への国際的な取り
組みが強化され、世界における初等教育の純就学率は著しく改善した。2015 年には、MDGs の後継



















者の職業と収入の差異、⑤大地震が子どもたちの就学にもたらした影響、の 5 つを分析した。 
	 その結果、①平時においては「質の高い教育」を求める大きな動きが発生していること、②「女子」、
「貧困層の子ども」、「一人っ子」、「母に識字能力がない家庭の子ども」が取り残されていること、③
入学したうち約 75％の子どもたちが初等教育を修了していたが、留年や一時的な退学を経験せずに
ストレートに進級し卒業した子どもたちの割合は、全体の約 31％にしか満たないこと、④「質の高
い教育」を求める動きに乗れる者と取り残される者の職業と収入においては大きな格差が存在するこ
と、⑤対象校における合計出席者数は地震発生後から 2 か月もすれば平時と変わらない程にまで戻る
ものの、私立学校へのフローは阻害され、その中でも就学前教育段階の子どもたちが最もダメージを
受けたことが分かった。 
	 以上より、現在においては、「質の高い教育」を求めるダイナミズムが発生しており、そこでは、教
授言語が英語であり、全国統一試験等において高いパフォーマンスを示す私立学校に在籍できるか否
かによっていかなる修学軌跡を歩めるか、そしていかなる将来（職業や収入等）を得られるか、とい
ったことが大きく左右されていることが明らかとなった。つまり、教育は本来の機能を発揮しておら
ず、格差拡大のテコになってしまっていることが示唆された。そして、その格差は自然災害の影響に
より、さらに鮮明に現れることが解明された。 
	 本研究の分析結果を踏まえて、SDG4 達成に向けては、公立学校と私立学校の教育格差問題にブレ
ーキをかけるため、公立学校がいかにして保護者にとっても魅力的な教育を提供できるかが重要な鍵
になると考えられる。 
